



















































































































































































































































































































































































































































































べきであるとする49。さらに，帳簿閲覧権（inspection right of books and records）は，
派生訴訟（derivative litigation）において，重要な役割を果たすと考えられている50。









49　Arthur R. Pinto, An Overview of United States Corporate Governance in Publicly Traded
Corporations, 58 AM. J. COMP. L. 257, 273(2010). 
50 See, Browning Jeffries, Shareholder Access to Corporate Books and Records: The Abrogation































210 専修ロージャーナル　第10号 2014. 12
51　Paul L. Davies=Sarah Worthington, Gower and Davies’ Principles of Modern Company Law
































































































































































































216 専修ロージャーナル　第10号 2014. 12
82　スクランブル・前掲注（43）46頁。
83　スクランブル・前掲注（43）46頁。会社法上の監督是正権と株主名簿閲覧謄写請求権を含む
株主の情報収集権との関係については，中村信男「株主権の機能的連関」石山卓磨＝上村達男
編『酒巻俊雄先生還暦記念 公開会社と閉鎖会社の法理』507頁以下（商事法務研究会，1992年）
を参照されたい。
84　もっとも，法制審議会の議論でもあったように，競業者による株主名簿の閲覧請求が，会社
法125条３項１号又は２号に該当すると主張されることは想定される。
85　尾崎・前掲注（3）27頁。
86　船津・前掲注（9）48頁。
87　大川・前掲注（10）28頁。
ことから，株主名簿制度自体の見直しが必要となるかもしれない89。このように振
替制度の対象となっている上場会社においては，今後株主名簿のみならず，株式取
引に係る会社法と金融商品取引法の一部を統合した統一的な法制度の構築が望まれ
る90。そもそも，コーポレート・ガバナンスにおける株主の役割を重視する最近の
傾向からは，株主保護やその権利行使の妨げとならない運用が期待される。
公開買付けと株主名簿閲覧謄写請求権　　217
88　振替制度の沿革とその問題点につき，澤山裕文「株券の電子化・ペーパレス化と株式取引を
巡る問題点の検討～公開・上場会社を中心に～」専修法研論集55号21頁（2014年）があり，と
りわけ62頁以下で，振替制度における株主名簿閲覧謄写請求権の問題に焦点を当てている。さ
らに，当該制度における株主権の行使と判例の動向については，同「振替制度における個別株
主通知の意義と問題点～近時の判例の動向を中心に～」専修法研論集54号１頁（2014年）を参
照されたい。
89　新山雄三「判批」ビジネス法務13巻４号149頁（2013年）は，振替制度における株主権の行
使につき，株主権の移転が瞬時に反映される振替口座簿の名義を株主名簿の名義に代わる対抗
要件とする立法政策論を提言する。他方で，松岡啓祐「金融商品取引法と会社法の役割分担」
永井和之＝中島弘雅＝南保勝美編『会社法学の省察』471頁（中央経済社，2012年）は，株券
の無券面化は，会社法と金融商品取引法の関係をより密接なものとしているとする。
90　会社法と金融商品取引法の一部を統合した「公開会社法制」の必要性をいち早く認識し提唱
した早稲田大学の上村達男教授の見解については，上村達男『会社法改革－公開株式会社法の
構想』（岩波書店，2002年）を参照されたい。
